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Ⅰ．騒音の影響

　騒音とは，日本工業規格（JIS）で「不快な又
は望ましくない音」と定義されている．騒音に
よる生体への好ましくない影響は様々認められ
るが，音の大きさ（騒音レベル）によって整理
して考えることができる（表１）．
　心理的影響としては，騒音があることで不快
に感じイライラする．思考や作業効率が低下し，
休息や睡眠も妨害されるために，更にイライラ
が増強され，効率の低下と疲労の蓄積が進む．
必ずしも大きな音とはいえないレベル（30〜65 
dB（A））であっても心理的影響は起こると考

えられ，環境基本法では，例えば療養施設など
特に静穏を要する地域では昼間50 dB，夜間40 
dB の基準１）が設けられている．
　騒音レベルが65〜85 dB（A）に増強すると，
心理的影響に加えて生理機能に及ぼす影響が生
じてくる．つまり，自律神経，内分泌系に影響
し交感神経優位となるため，心・血管系への影
響が生じ，また，唾液や胃液の分泌の減少も認
められる．興奮のためエネルギー消費は増大し，
睡眠・休息は妨げられるため疲労は増大する．
ただし，おおよそこのレベルまでの音の大きさ
であれば，内耳障害による難聴は起こらないと
されている．
　更に騒音レベルが増強し85〜120 dB（A）に
及ぶと，内耳（蝸牛）障害をきたす可能性が出
てくる．但し，この範囲の騒音レベルでは全て
の人に難聴が起こる訳ではない．障害の起こり
やすさ（受傷性）に個人差があることが知られ
ており，同じ騒音環境でも難聴を発症する人と
そうでない人がいる．また，実際に難聴が出現
するまでにある程度の時間を要し，しかも緩徐
に聴力が低下していく場合，本人が気づかない
ことも多い．
　120あるいは130 dB（A）を越えるような強大
音では，物理的に蝸牛が破壊され，受傷性によ

表１　騒音の生体への影響

騒音レベル 生体への影響
30〜65 dB(A) 心理的影響

65〜85 dB(A) 心理的影響
生理機能に及ぼす影響

85〜120 dB(A)
心理的影響

生理機能に及ぼす影響
内耳障害

120〜   dB(A) 高度内耳障害
（日本耳鼻咽喉科学会産業・環境保健委員会作成  
騒音性難聴教育用スライドより一部改変）
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　騒音性難聴が疾患概念として認識されたのはおよそ２千年前．しかし，未だに有効な治療法は
確立されていない．但し，強大音曝露と障害発生の関係はおおよそわかっており，予防は可能で
ある．従って騒音性難聴に対する対策は，いかに予防策を講じるかに尽きる．本稿では騒音性難
聴の歴史，病態，影響の大きさを概説し，あらためて予防の重要性を強調する．
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が残っている３）．
　ナイル川瀑布付近のような特殊な居住環境を
除けば，自然界の音で難聴になるほどの強大音
に長期間持続的に接する機会というのは多くは
ない．やはり難聴の原因となる騒音は職業性の
ものが大部分を占めている．そのため，騒音性
難聴は単に医療の問題だけでなく社会的な問題
としてとらえなければならない側面を持ってい
る．
　産業，道具，あるいは兵器の発達に伴い人類
は様々な大きな音を聴く機会が増えてきた．金
属をハンマーでたたく鍛冶や銃器を扱う軍人に
難聴が多発していたことは良く知られている．
産業医学の祖とされるRamazzini（1633〜1714）
は，著書「De Morbis Artificum Diatriba（働く
人々の病気）」の中で騒音性難聴についても触れ
ている．「パン職人と製粉職人の病気」では，車
輪や挽き臼の騒音，高い所から落ちる水の音に
よって鼓膜は耐え難いほどの強い振動を受け，
ほとんど皆難聴になると記載され，また，「銅細
工師の病気」では，銅鍛冶の職人が銅をたたい
て延ばす作業の騒音は著しく，老齢になるまで
この職業を続けていると完全に聞こえなくなっ
てしまうと書かれている．過剰な騒音曝露が難
聴の原因となることは明確にされたが，それ以
降も，このような職業では難聴が起こるのは当
たり前というとらえ方が長く続いてきたと思わ
れる．
　現代では労働安全衛生に対する意識の高まり
によって，騒音性難聴は予防が可能な職業病と
して認識され，事業者はその発生防止に努めな
ければならず，もし発生した場合には労災や損
害賠償の対象と考えられるようになった．社会
的影響が大きかった裁判例として，三菱難聴訴

らず高度の聴覚障害が生じる．このレベルの強
大音は，瞬間的あるいは極めて短時間のうちに
聴覚が障害される程，耳にとって障害性が強い．

Ⅱ．音による聴覚障害の分類

　強大な音によって聴覚は障害を受ける．その
障害の起こり方には急性障害と慢性障害の２種
類がある（表２２））．１つ目は，極めて強大な音
によって短時間の内に起こる急性音響性聴器障
害である．これを発症までの時間経過から更に
２つに細分して，爆発や銃火器のような極めて
強大な音によって瞬間的あるいは極めて短い時
間の間に内耳が物理的に破壊される狭義の音響
外傷と，ロックコンサートのように若干の曝露
時間の後に難聴が出現する急性音響性難聴に分
けて考える．
　もう１つは，短時間の曝露では障害をうけな
い程度の大きさの騒音環境に，長時間繰り返し
曝露されることによって長年月を経たのちに生
じる難聴，つまり慢性音響性聴器障害があり，
これが即ち騒音性難聴である．85 dB（A）以上
の騒音環境に，１日８時間曝されたとき，おお
よそ５年から15年ほどで騒音性難聴が発症する
ことが知られている．

Ⅲ．騒音性難聴の歴史

　大きな音は耳を傷める．このような音響性聴
器障害の概念は非常に古い時代から人々に認識
されていた．今から２千年も前，Cicero（106〜
43 B.C.）あるいは Pliny（23〜79 A.D.）による
記述の中に，ナイル川瀑布付近の住民は，その
大きな滝の音によって難聴が生じるという内容

表２　音響による聴器障害（難聴）の分類

分　類 診　断 発症までの時間経過 推定される負荷
音圧レベル 備　考

急性音響性聴器障害

（狭義の）音響外傷
（爆発音や銃火器）

瞬間的あるいは極めて短い時
間 130 dB（A）〜 爆発による気圧外

傷と区別
急性音響性難聴

（コンサート難聴など） 数分〜数時間程度の強大音曝露 100〜120 dB（A）（広義の）音響外傷

慢性音響性聴器障害 騒音性難聴 １日８時間，５〜15年以上の曝露   85 dB（A）〜 ほとんどが職業性
の曝露

（文献２より一部改変）
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注）�音の強さは時間と共に変動するので，一定の時間内
で実際の騒音と等しいエネルギーを持つ連続定常
音の騒音レベルで表した数値

Ⅳ．聴覚の働きと騒音性難聴発症のメカニズム

　聴覚は，音振動という外界の物理的エネル
ギーを，外耳・中耳で伝え，内耳で電気的エネ
ルギーに変換し，蝸牛神経を介して脳に伝える
という特殊感覚である．聴覚を介して入力され
る外界の情報量は視覚に次いで多いとされ，ま
た，特に音声言語コミュニケーションを支える
機能として極めて重要である．
　聴覚は大変感度の良い感覚器と考えられる．
外界の空気の振動（空気の粗密波）という微細
な物理現象（圧力変化）をとらえて音として認
識する．会話レベルの音圧は0.01 Pa（パスカル）
程度で，大気圧1,013 hPa（ヘクトパスカル）と
比べるとその大きさは約10−７に過ぎない．その
ような微細な変化を感じるために，耳には音振
動を増幅するメカニズムが備わっている．そこ
で特に大切なのは蝸牛外有毛細胞（図１）で，
音に同調した伸縮能を持ち，血管条で産生され
る電位勾配やイオン濃度勾配をエネルギーとし
て音による微細な基底板振動を増幅する働きが
ある．
　また，聴覚はダイナミックレンジが極めて広
く，聞くことのできる最も小さな音（０ dB）と
最も大きな音（120 dB）の間には，およそ100
万倍の音圧差が存在する．このように広い範囲
を受容する能力を持つが，当然限界がある．あ
る一定レベル以上の大きな音は耳にとって有害
であり，主に外有毛細胞が障害され（図２８））難
聴を生じる．
　騒音性難聴の臨床的な特徴は，まず初期に４ 
kHz 付近の高い周波数に限局した聴力低下が出
現することで，標準純音聴力検査で4,000 Hz だ
け聴力レベルが悪くなる．この現象は音叉を用
いた聴力検査の時代からよく知られており，c５ 
dipと呼ばれていた．ただし，必ずしも4,000 Hz
あるいはc５の音である4,096 Hzだけが障害され
るわけではない．おおよそ３〜６ kHzを中心と
した dip 型の聴力低下が起こることがわかって
いる．通常の聴力検査では，オクターブ毎に，

訟事件４）が挙げられる．この事件では，長年造
船所に就労していた労働者が，騒音性難聴に罹
患したのは会社側の安全配慮義務違反が原因だ
と主張して，労災給付とは別に会社側に損害賠
償を求めたものである．昭和59年の神戸地裁で
の最初の判決の後，平成３年の上告棄却で第２
審判決が確定するまで争われた．その際には，
原告労働者側の１人１人に対して医学的な専門
家の意見書に基づき，およそ半数の原告につい
ては訴えが認められ，残る半数では却下される
形に判断が分かれたが，いずれにせよ，企業に
対し騒音性難聴にきちんと取り組むことの重要
性を知らしめることとなった．
　この裁判と相前後して，平成４年，労働省，
現在の厚生労働省からの通達として，「騒音障害
防止のためのガイドライン」が公表された．そ
の中で，騒音作業場とは等価騒音レベル注）で85 
dB（A）以上の騒音レベルになる作業環境を有
する職場と定義された．85 dB（A）という音の
強さは耳元での大声よりすこし弱いくらいの騒
音レベルに相当する．製造業などを中心に，作
業中に隣の人と会話するのにも大声でなければ
聞こえないという騒音環境は決して珍しいもの
ではない．そのような作業環境で１日８時間就
業する場合，やがて騒音性難聴を引き起こす危
険がある．事業者はガイドラインに基づき適切
な措置を講ずることにより，騒音レベルの低減
化などに努めることと定められた．
　それ以降，大企業を中心に騒音対策が進み，
日本においては，騒音性難聴が社会的に注目さ
れることはあまりなくなってきた．しかし，騒
音性難聴がなくなったわけではない．以前の
我々のサンプリング調査５）でも，小規模事業所
の騒音対策は必ずしも進んではおらず，少なく
ない割合で作業従事者の騒音性難聴罹患が確認
された．騒音性難聴は現在でも最もよくみられ
る職業性疾病の１つであり，米国の調査ではお
よそ３千万人の労働者が職業性の騒音に曝され
ていると考えられ６），部分的にも騒音が関与す
る難聴を有する人は１千万人程度いると報告７）

されている．日本においても，製造業の有害業
務として騒音は最も頻繁に認められるものであ
り，更なる対策の充実が求められているところ
である．
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125, 250, 500, 1,000, 2,000, 4,000, 8,000 Hzという
７つの周波数の聴力を測定しているので，検査
結果上は4,000 Hz の聴力低下としてあらわれ
る．このような状態に留まる内は，日常生活に
おける会話聴取に支障はなく，難聴の自覚もな
い．高い音，例えば，電子体温計の測定終了音
が聞こえないといったことがきっかけで，はじ
めて難聴が気づかれることとなる．
　その後，騒音性難聴が進行していくと，４ 
kHz よりも高い音も障害され高音漸傾型の聴力
像となり，さらに中音域，低音域へと障害が進
展してくる（図３）．そうなると，会話に不自由
を感じるようになる．ただし，騒音性難聴は，
数年から10数年以上の長い時間経過で徐々に進
行していく．ゆっくりの変化では，本人だけで
なく家族など周囲の人からも難聴は気づかれに
くい．同時に聴覚には加齢性変化が起こる．騒

音性難聴は長くその職業に従事した後に起こる
ものであるから，多くの場合，時期的に加齢性

（老人性）難聴の出現とも重なってしまう．難聴
の程度が相当強くなっても，あまり病識を持つ
ことなく，いつの間にか進行してしまうという
事態がめずらしくない．

Ⅴ．騒音性難聴の診断と対応

　騒音曝露の職業歴と，５〜15年の経過で徐々
に進行する両側性の4,000 Hz の dip 型聴力変化
という典型的な症例では診断は比較的容易であ
る．しかし，過去の聴力検査結果が確認できな
いことも少なくない．中耳炎など耳疾患の合併，
老人性難聴の影響などが加わった場合，その判
断は決して容易ではない．騒音性難聴の診断に
は，表３９）のようなポイントを確認する必要が

図１　蝸牛の構造（断面図）
　　　�血管条で作られた蝸牛管の高電位と高カリウムイオンをエネルギーとして，外有毛細胞が伸縮運動し，音

による基底板振動を増幅する．

外有毛細胞　３列

図２　強大音による外有毛細胞の脱落（文献７より引用）
　　　強大音負荷後の顕微鏡写真．３列に並んだ外有毛細胞の一部が欠落しているのが確認される．

蝸牛孔

頂回転

中回転

基底回転

蝸牛軸

蝸牛神経
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蓋膜

蝸牛管

外有毛細胞
内有毛細胞

ラセン神経節

内有毛細胞　１列
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事業主，あるいは安全衛生管理者など対策の要
となる人々に騒音性難聴の重要性をあらためて
ご理解いただき，より多くの事業所で，防止に
向けた取り組みがなされることを心から願って
いる．

参考文献
１）�騒音に係る環境基準について　https://www.env.

go.jp/kijun/oto1-1.html

ある．４ kHz dipは確かに印象的で有用な検査
所見であるが，１枚の聴力図のみに着目して短
絡的に診断することがないように，注意が必要
である．
　最初にも述べたように，騒音性難聴は現在の
医療をもってしても治療が困難である．しかし
予防はできる．騒音レベルも聴力も比較的容易
に測定できる．その職場環境の過去の騒音の
データとその人の雇入れ時からの聴力経過が，
ガイドラインに沿ってきちんと測定されていれ
ば，正確な診断をつける大きな助けとなる．正
確な診断がつけば，その人の聴力をそれ以上悪
化させない（２次予防）ための相談も，同じ環
境で就業する従業員に騒音性難聴の発症を防ぐ

（１次予防）ための対策も考えていくことができ
る．
　また，騒音性難聴は労災の対象となる職業性
疾患である．難聴の程度とそれが騒音によるか
否かの医師の診断は，労災認定に直結し，場合
によっては補償を巡って事業主に対する民事訴
訟にも発展する可能性がある．この疾患の診断
は，社会的な影響が極めて大きいことを十分に
理解した上で，慎重な判断が求められる．
　発症頻度の高さ，本人の生活の質（QOL）へ
の影響の大きさ，補償や労災の問題まで含めた
社会的な影響の大きさを考えたとき，産業医，

表３　騒音性難聴診断のポイント

①　air-bone gap のない感音難聴であること．
②�　騒音歴があること（当該聴力低下を起こすの

に十分な騒音レベル下に長期間曝露された履
歴があること）．

③�　左右の聴力が対称性であること（ただし，初
期変化としての dip 聴力像の段階では，dip の
位置ならびにその深さに左右差が存在するこ
ともある）．

④�　聴力型が騒音性難聴としての進行様式から
みて著しく逸脱しない聴力像を示しているこ
と．

⑤�　補充現象が陽性に出現することが圧倒的に
多いこと．

⑥�　語音聴力検査成績も純音聴力像からみて相
当であること．

⑦�　4 kHz dip は必ずしも騒音性難聴の初期像と
は限らないこと．

より確実に診断するための確認項目は，上記項目
に加えて，
ⓐ　数年以上かけて徐々に進行すること．
ⓑ�　聴力障害は騒音曝露開始後８〜10年の間に

一定のレベルにまで進行すること．
ⓒ�　騒音環境から離脱すれば，以後の進行がない

こと．

更に，補助的に以下を質問しておくことが望まし
い．
１）難聴を自覚してからの期間は？
２）�難聴は突発的であったか，または徐々であっ

たか？
３）難聴はなお悪化しているか？
４）家系に難聴者がいるか？
５）耳鳴があるか？
６）聴力は変動するか？
７）�中耳炎に罹患したか？その場合，使った抗生

物質は何か？
８）銃火器を扱ったことがあるか？
９）騒音下の仕事の種類は何か？

（文献９より引用）

図３　騒音性難聴の進展様式
　　　�（日本耳鼻咽喉科学会産業・環境保健委員会

作成　騒音性難聴教育用スライドより一部
改変）
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